
 変更の内容  

 

（１）放送受信料額の改定 

消費税率の引上げに伴う、放送受信料額の改定を平成２６年４月１日より実施

するため、協会の放送受信規約について規定を整備するものです。 

（表１）                      （括弧内は、旧受信料額） 

種別 支払区分 月 額 ６か月前払額 12か月前払額 

地上 

契約 

口座･ｸﾚｼﾞｯﾄ 
１，２６０円 

（１，２２５円） 

７，１９０円 

（６，９８０円） 

１３，９９０円 

（１３，６００円） 

継続振込等 
１，３１０円 

（１，２７５円） 

７，４７５円 

（７，２７０円） 

１４，５４５円 

（１４，１６０円） 

衛星 

契約 

口座･ｸﾚｼﾞｯﾄ 
２，２３０円 

（２，１７０円） 

１２，７３０円 

（１２，３７０円） 

２４，７７０円 

（２４，０９０円） 

継続振込等 
２，２８０円 

（２，２２０円） 

１３，０１５円 

（１２，６６０円） 

２５，３２０円 

（２４，６５０円） 

特別 

契約 

口座･ｸﾚｼﾞｯﾄ 
９８５円 

（９５５円） 

５，６２０円 

（５，４３０円） 

１０，９４０円 

（１０，５８０円） 

継続振込等 
１，０３５円 

（１，００５円） 

５，９０５円 

（５，７３０円） 

１１，４９０円 

（１１，１８０円） 

 

沖縄県については表２の料額を適用します。 

（表２）                      （括弧内は、旧受信料額） 

種別 支払区分 月 額 ６か月前払額 12か月前払額 

地上 

契約 

口座･ｸﾚｼﾞｯﾄ 
１，１０５円 

（１，０７０円） 

６，３００円 

（６，１００円） 

１２，２５５円 

（１１，８８０円） 

継続振込等 
１，１５５円 

（１，１２０円） 

６，５８５円 

（６，３９０円） 

１２，８１０円 

（１２，４４０円） 

衛星 

契約 

口座･ｸﾚｼﾞｯﾄ 
２，０７５円 

（２，０１５円） 

１１，８４０円 

（１１，４９０円） 

２３，０３０円 

（２２，３７０円） 

継続振込等 
２，１２５円 

（２，０６５円） 

１２，１２５円 

（１１，７８０円） 

２３，５８５円 

（２２，９３０円） 

 

（２）放送受信料口座振替利用届等の提出方法の拡充 

放送受信契約者の負担軽減を図るため、放送受信料口座振替利用届および放送

受信料クレジットカード等継続払利用申込書について、書面による提出に代えて、

電話、インターネット等の通信手段を利用した所定の方法による提出が可能とな

るよう規定を整備するものです。 

（別紙） 



（３）受信料の支払方法の拡充 

継続振込等による受信料の支払いについて、クレジットカード会社以外の事業

者が提供する決済サービスによる支払いが可能となるよう規定を整備するもの

です。 

 

（４）普通契約及び衛星普通契約に対する経過措置の終了 

普通契約または衛星普通契約に関する経過措置について、対象期間が平成２５

年３月３１日で終了したため、当該措置に係る規定を削除するものです。 

 

 


